
　今回の知っとくと得情報~税の豆知識~は、地
震から木造住宅を守るにはどうすれば良いかを
考えます。我が国では、これまでも、平成7年の阪
神・淡路大震災、平成16年の新潟県中越地震、平成
23年の東日本大震災、平成28年の熊本地震、令和
6年の能登半島地震などの大地震が発生していま
す。また、南海トラフ地震、日本海溝・千島海溝周
辺海溝型地震、首都直下地震、中部圏・近畿圏直下
地震などの大規模地震について、近い将来発生の
切迫性が指摘されています。

　上記のような大地震から自らの生命・財産等を
守るためには、住宅や建築物の耐震化を図ること
が必要であり、住宅や建築物の所有者一人ひとり
が、自らの問題として意識して取り組むことが重
要です。
　国土交通省では、「令和17年までに耐震性が不
十分な住宅、令和12年までに耐震性が不十分な要
緊急安全確認大規模建築物（注）をおおむね解消
する」ことを目標として掲げ、令和7年度予算では
建築物耐震対策緊急促進事業として110億円を計
上しています。
（注）要緊急安全確認大規模建築物とは
　① 病院、店舗、旅館等の不特定多数の者が利用

する建築物
　② 小学校、老人ホーム等の避難弱者が利用する

建築物
　③ 火薬類等の貯蔵庫・処理場のうち大規模なも

の
　昭和56年（1981年）以前に建築された建物は、建
築基準法が強化される前の、いわゆる「旧耐震基
準」によって建築され、耐震性が不十分なものが
多く存在します。
　また、昭和56年（1981年）6月1日以降に建築確認
申請を通過した建物は、「新耐震基準」と呼ばれて
おり、現行の耐震基準を満たしているとされます。
ただし、旧耐震基準時代に建てられた建物が全て
現行の耐震基準を満たしていないとは限りませ
んが、耐震診断を受けた方が良いと思われます。

　木造住宅の安全性を判断するうえで確認した
いのが耐震基準です。平成7年（1995年）1月17日に
発生した阪神・淡路大震災では6,400人を超える方
が犠牲となり、約21万棟の家屋が全半壊しました。
また、亡くなられた人の8割弱が建築物の倒壊等
による圧迫死であり、その9割が古い木造住宅で
あったと報告されています。
　建設省（現国土交通省）の建築震災調査委員会
の報告によれば、建築物の被害の傾向をみると現
行の新耐震基準（昭和56年（1981年）施行）以前に
建築された建築物に被害が多く見られ、一方、そ
れ（昭和56年（1981年））以降に建築された比較的
新しい建築物の被害の程度は軽く、現行の新耐震
基準は概ね妥当であると考えられています。

　この阪神・淡路大震災の教訓をもとに平成7年
（1995年）12月25日に「建築物の耐震改修の促進に
関する法律（耐震改修促進法）」が施行され、現在
の新耐震基準を満たさない建築物について積極
的に耐震診断や改修を進めることとされました。
　耐震改修促進法は、地震による建築物の倒壊等
の被害から国民の生命、身体及び財産を保護する
ため、建築物の耐震改修の促進のための処置を講
ずることにより建築物の地震に対する安全性の
向上を図り、公共の福祉に資することを目的とし
ています。
　この法律は、その後数度の改正が行われており、
直近では耐震改修計画の認定基準の緩和・特例の
設置、耐震性に係る表示制度の創設、区分所有建
築物の耐震改修の必要性に係る認定などが行わ
れています。

　耐震性を向上させるには耐震補強が必要ですが、
耐震工事は高額な工事費用がかかるほか、地震が
発生しない限り問題が見つからないため先送り
にされがちです。
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